
住 所

①

合 計（ 数 量 及 び 過 誤 納 税 額 ）

充 当 請 求 金 額

還 付 金 額

②

③

④

納 付 税 額

□
□

○納税地が上記住所と異なる場合の当該納税地（裏面参照）：

○文書の返却先住所、担当連絡先：
（申請者及び事務代理人以外には返却できません｡）

印紙税過誤納確認申請（兼充当請求）書
印紙税法施行令第14条第１項の規定により過誤納の確認を申請します。
印紙税法施行令第14条第４項の規定により過誤納の確認と充当を請求します。 整理

番号

令和　　年　　月　　日

税務署長　殿

申
請
者
・
請
求
者

（フリガナ）

氏名又は名称
及び代表者氏名

個人番号又は
法 人 番 号

（〒　　　－　　　　） 電

　話

（ ）

局
番

（フリガナ）

同上代理人

区分 文 書 の 名 称 又 は 呼 称
（区分が「２」の場合のみ記載してください｡）

号 別 納 付 年 月 日 数 量 過 誤 納 税 額

過 誤 納 と
な っ た 理 由
（その他は裏面参照）

返
却
不
要

返
却

　要
←
文
書
の
返
却
が
必
要
な
方
は
返
却
要
欄
に
、
返
却
が
不
要
な
方
は
返
却
不
要
欄
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

千 百 十 万 千 百 十 一

□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
左記充当請求金額は、
令和　　　年　　　月　　　日付
の印紙税税印押なつ請求書
（印紙税納付計器使用請求
書）に記載した印紙税相当
額に充当してください。

参 考
事 項

（　　　　－　　　　－　　　　）

預 金

口座番号

還 付 を 受 け よ う
と す る 金 融 機 関

※

令和 年 月 日

１．銀行等の預金口座に振込みを希望する場合
銀 行
金庫･組合
農協･漁協

本店･支店
出 張 所
本所･支所

２．ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合

記号番号
貯金口座の

３．郵便局等の窓口受取りを希望する場合

ＣＣ２－３７２１

↓ 個人番号の記載に当たっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

１

２

提
出
用

順 号

年 月 日

確 認

令和

番号確認

□済
□未済

身元確認 特例郵送

「※」欄及び「税務署整理欄」は、記載しないでください。

税務
署受付印

提
出
先
の
税
務
署
は
、
申
請
者
・
請
求
者
の
住
所
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
で
は
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
３
枚
目
裏
面
の
【
留
意
事
項
】
を
必
ず
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

→「
区
分
」
欄
に
つ
い
て
は
、
申
請
書
下
部
の
区
分（
過
誤
納
の
態
様
）に
応
じ
て
「
１
」
又
は
「
２
」
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

区
分（
過
誤
納
の
態
様
）

印紙を貼り付けた文書、税印を押印した文書又は印紙税
納付計器により印紙税額に相当する金額を表示して納付印
を押した文書に係る印紙税の過誤納

印紙税税印押なつ請求又は印紙税納付計器使用請求に際
して納付した印紙税の過誤納

税
務
署
整
理
欄

申　請
年月日
通　信
日付印

金融
機関
番号

確認書類
　個人番号カード／通知カード・運転免許証
　その他（　    　　　　　　 ）

Ｏ
Ｃ
Ｒ
入
力
用
（
こ
の
用
紙
は
機
械
で
処
理
し
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
）

１枚目及び２枚目を提出してください。なお、ご提出の際は郵送での提出をお願いします。
また、審査の結果、還付を行う場合には「国税還付金振込通知書」を送付します（従来交付していた

「印紙税過誤納確認等通知書」については、交付を行わないこととしています｡)。

申請いただいた内容について、還付を
行う場合には、他に未納の国税等がない
場合に右記お申し出の方法により還付す
ることになりますので、後日、「国税還
付金振込通知書」を送付します。
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住 所

①

合 計（ 数 量 及 び 過 誤 納 税 額 ）

充 当 請 求 金 額

還 付 金 額

②

③

④

納 付 税 額

□
□

○納税地が上記住所と異なる場合の当該納税地（裏面参照）：

○文書の返却先住所、担当連絡先：
（申請者及び事務代理人以外には返却できません｡）

印紙税過誤納確認申請（兼充当請求）書
印紙税法施行令第14条第１項の規定により過誤納の確認を申請します。
印紙税法施行令第14条第４項の規定により過誤納の確認と充当を請求します。 整理

番号

令和　　年　　月　　日

税務署長　殿

申
請
者
・
請
求
者

（フリガナ）

氏名又は名称
及び代表者氏名

個人番号又は
法 人 番 号

（〒　　　－　　　　） 電

　話

（ ）

局
番

（フリガナ）

同上代理人

区分 文 書 の 名 称 又 は 呼 称
（区分が「２」の場合のみ記載してください｡）

号 別 納 付 年 月 日 数 量 過 誤 納 税 額

過 誤 納 と
な っ た 理 由
（その他は裏面参照）

返
却
不
要

返
却

　要
←
文
書
の
返
却
が
必
要
な
方
は
返
却
要
欄
に
、
返
却
が
不
要
な
方
は
返
却
不
要
欄
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

千 百 十 万 千 百 十 一

□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
左記充当請求金額は、
令和　　　年　　　月　　　日付
の印紙税税印押なつ請求書
（印紙税納付計器使用請求
書）に記載した印紙税相当
額に充当してください。

参 考
事 項

（　　　　－　　　　－　　　　）

預 金

口座番号

還 付 を 受 け よ う
と す る 金 融 機 関

※

令和 年 月 日

１．銀行等の預金口座に振込みを希望する場合
銀 行
金庫･組合
農協･漁協

本店･支店
出 張 所
本所･支所

２．ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合

記号番号
貯金口座の

３．郵便局等の窓口受取りを希望する場合

ＣＣ２－３７２１

↓ 個人番号の記載に当たっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

起案

決裁

「※」欄及び「税務署整理欄」は、記載しないでください。

税務
署受付印

提
出
用

「
区
分
」
欄
に
つ
い
て
は
、
申
請
書
下
部
の
区
分（
過
誤
納
の
態
様
）に
応
じ
て
「
１
」
又
は
「
２
」
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

→

税
務
署
整
理
欄

署 

長

副
署
長

統
括
官

担
当
者

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日
順 号

年 月 日

確 認

令和

番号確認

□済
□未済

身元確認 特例郵送

申　請
年月日
通　信
日付印

金融
機関
番号

確認書類
　個人番号カード／通知カード・運転免許証
　その他（　    　　　　　　 ）

年 月 日



住 所

①

合 計（ 数 量 及 び 過 誤 納 税 額 ）

充 当 請 求 金 額

還 付 金 額

②

③

④

納 付 税 額

□
□

○納税地が上記住所と異なる場合の当該納税地（裏面参照）：

○文書の返却先住所、担当連絡先：
（申請者及び事務代理人以外には返却できません｡）

印紙税過誤納確認申請（兼充当請求）書
印紙税法施行令第14条第１項の規定により過誤納の確認を申請します。
印紙税法施行令第14条第４項の規定により過誤納の確認と充当を請求します。 整理

番号

令和　　年　　月　　日

税務署長　殿

申
請
者
・
請
求
者

（フリガナ）

氏名又は名称
及び代表者氏名

個人番号又は
法 人 番 号

（〒　　　－　　　　） 電

　話

（ ）

局
番

（フリガナ）

同上代理人

区分 文 書 の 名 称 又 は 呼 称
（区分が「２」の場合のみ記載してください｡）

号 別 納 付 年 月 日 数 量 過 誤 納 税 額

過 誤 納 と
な っ た 理 由
（その他は裏面参照）

返
却
不
要

返
却

　要
←
文
書
の
返
却
が
必
要
な
方
は
返
却
要
欄
に
、
返
却
が
不
要
な
方
は
返
却
不
要
欄
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

千 百 十 万 千 百 十 一

□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
□ 書　損　等
□ 納付額超過
□ そ　の　他
 （　　　　　　）
左記充当請求金額は、
令和　　　年　　　月　　　日付
の印紙税税印押なつ請求書
（印紙税納付計器使用請求
書）に記載した印紙税相当
額に充当してください。

参 考
事 項

（　　　　－　　　　－　　　　）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

「
区
分
」
欄
に
つ
い
て
は
、
申
請
書
下
部
の
区
分（
過
誤
納
の
態
様
）に
応
じ
て
「
１
」
又
は
「
２
」
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

→

保管用（提出不要）

（注）記載内容について、確認のご連絡をする場合がありますので、お手元で保管してください。

還付金額は、他に未納の国税等がない場合にお申し出の方法により還付することになります。
なお、還付を行う場合には、後日､「国税還付金振込通知書」を送付します。

※　還付を行う場合に交付していた「印紙税過誤納確認等通知書」については、交付を行わないことと
しています。



課 否 判 定 誤 り

二 重 納 付

税印の取りやめ等

納付計器の廃止等

被 交 付 文 書
へ の 押 な つ

過誤納となった理由等

書 損 等

納 付 額 超 過

収入印紙を貼付した文書
で、文書上作成場所が明
らかなもの

収入印紙を貼付した文書
で、文書上作成場所が明
らかでないもの

印紙税納付計器により
納付印を押した文書

税印押なつ請求に係る
文書

過誤納となった理由 内 容 等

納 税 地

そ

の

他

 収入印紙を貼付したり納付印を押した課税文書の用紙が、用紙の書損、損傷､
汚染などにより使用する見込みがなくなった場合

 収入印紙を貼付したり納付印を押すことにより納付した印紙税の額が、印紙
税法に規定する正しい税額を超える場合

 印紙税の納付の必要がない文書に誤って収入印紙を貼付したり納付印を押し
た場合

 印紙税法第９条から第12条に規定する納付等の特例を受けた課税文書につい
て、その特例方法以外の方法により相当金額の印紙税を納付した場合

 税印による納付の特例を受けるため、印紙税を納付したが、税印の押なつの
請求をしなかった又は請求を行ったが棄却された場合

 印紙税納付計器の設置者が被交付文書に対する納付印押なつの承認を受けて
いないにもかかわらず、交付を受けた課税文書に納付印を押した場合

 印紙税納付計器による納付の特例を受けるため、印紙税を納付したが、印紙
税納付計器の設置の廃止等により当該納付計器を使用しなくなった場合

【留意事項】
※「印紙税過誤納確認申請（兼充当請求）書」の提出先は、印紙税の納税地を所轄する税務署となります。
 当申請書の「申請者・請求者」欄に記載の住所地を所轄する税務署ではなく、以下の納税地を所轄する税務
署へ提出することに留意してください。

区 分

当該作成場所

１　単独作成の場合
　イ　作成者の事務所等の所在地が記載されている場合→当該所在地
　ロ　その他→文書作成時の作成者の住所
２　共同作成の場合
　イ　作成者の所持している文書→所持している場所
　ロ　作成者以外の者が所持している文書→共同作成者のうち先に記載されて

いる者の上記１のイ又はロに掲げる場所

印紙税納付計器の設置場所

税印押なつ請求した税務署

※「納付税額」欄は、区分が「２」の場合のみ記載することに留意してください。
 なお、区分が「２」となる場合とは、例えば、印紙税納付計器を使用しなくなった場合等が該当します。
※詳細な記載方法については、印紙税の手引をご確認ください。
 印紙税の手引は国税庁ホームページにも掲載されています。
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